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午前１０時開議 

○議長（黒沢義久君） ご報告いたします。 

 ただいま出席議員は２４名であります。 

 便宜，欠席議員の氏名を申し上げますから，ご了承願います。１０番高星勝幸君，２２番立原

正一君，以上２名であります。 

 よって，定足数に達しております。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） 本日の議事日程は，お手元に配付いたしました議事日程表のとおりとい

たします。 

            ──────────────────― 

 日程第１ 議案質疑 

○議長（黒沢義久君） 日程第１，議案質疑を行います。 

 報告第２号から議案第３８号まで，以上１０件を一括議題とし，通告順に発言を許します。 

 ２６番宇野隆子君の発言を許します。 

〔２６番 宇野隆子君登壇〕 

○２６番（宇野隆子君） 日本共産党の宇野隆子です。私は，報告第２号専決処分の承認を求め

ることについて（常陸太田市市税条例の一部を改正する条例），報告第４号専決処分の承認を求め

ることについて（常陸太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例），議案第３７号消防ポン

プ自動車購入契約について，この３点について質疑を行います。 

 まず，報告第２号市税条例の一部を改正する条例についてですけれども，今回の改正は，民主

党を中心とした政権にかわって初めての税制改正になると思います。どのように地方税財政の関

連法を改正するのか注目されていたと思います。 

 この中で，子ども手当支給によるもの，それに関連してはページ１２の１８条３の２，個人の

市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書，また，その他にページ１４，個人の市民税に係る公

的年金等受給者の扶養親族申告書，その他にページ２３の７２条のたばこ税率の改正とか生命保

険料控除の改正とかありますけれども，私はこの中で，２４ページ１件についてお伺いをいたし

たいと思います。 

 貸借対照表のページ２４ですけれども，非課税口座内上場株式等の譲渡に係る市民税の所得計

算の特例についてです。新しく平成２４年から２６年までの間に届けられた非課税口座内の少額
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上場株式等の配当所得，譲渡所得に対する非課税措置の創設に伴う条文の追加だというようなこ

とで議案の説明がありましたが，今回新しく創設された背景について，どのようなご見解をお持

ちなのかお伺いをいたしたいと思います。 

 次に，国保関係です。国民健康保険税条例の一部改正の中には，低中所得者への軽減策等々評

価すべき点がありますけれども，ページ３９の新旧対照表の中で伺いたいと思いますが，第２条

の２項基礎課税額，これが現行４７万円から５０万円に改正と，また，第２条３項の後期高齢者

支援金等課税額ですけれども，これが１２万円から１３万円とするということで，それぞれ課税

額が引き上げられますが，介護納付金課税額については現行どおり１０万円ということになりま

した。 

 この４７万円から５０万円の引き上げの間の対象者世帯数ですけれども，５０万円を超過する

世帯，それから，４７万円から５７万円の間の世帯数，これを平成２１年度課税額であれば算出

できると思いますのでお伺いをいたしたいと思います。後期高齢者支援金等課税額についても同

じです。１２万円から１３万円ということになりまして，この対象世帯数です。１２万円から１

３万円世帯で何世帯あるのかと，そして１３万円を超過する世帯が何世帯か，また，１２万円か

ら１３万円の間の世帯数が何世帯あるのかということを伺いたいと思います。 

 もう一つは，義務繰り入れになっています軽減策ですけれども，４４ページになると思います

が，４４ページから４７ページにかけて，これまで６割減，４割減の二通りがありましたけれど

も，今回の改正で７割，５割，そして新しく２割と，こういう軽減策がとられることになりまし

た。これについては賛成しますけれども，この内訳について，それぞれ７割，５割，２割世帯に

当たる対象者数ですが，これも平成２１年度の課税額から算出して世帯数をお伺いいたします。 

 議案に移ります。議案第３７号消防ポンプ自動車購入契約についてです。 

 ８３ページになりますけれども，契約金額が消費税込みで 2,５５１万 5,０００円ということで，

今度新しく株式会社モリタと契約をされましたが，この中で入札の状況を見てみますと，これは

一般競争入札ということになっておりまして，４社入札に参加されております。１つはジーエム

いちはら工業，ここが 2,７００万円，そして日本機械工業株式会社，これが 4,２６０万円，長野

ポンプ株式会社が 4,３５０万円，そして株式会社モリタが 2,４３０万円と。 

 予定価格ですけれども，大体１台当たり 1,３３５万円ほど税抜きで見込んでおりまして，4,０

０４万円の予定価格が設定されておりまして，決定金額が 2,４３０万円と。これは落札率で見ま

すと６0.７％で，他の事業所の入札額の落札率ですけれども，昨年２台購入したときに，落札い

たしましたジーエムいちはら工業が６7.４％，日本機械工業株式会社が，これは予定価格を超え

まして１０6.４％と，長野ポンプ株式会社も予定額を超えて１０1.１％と，４社のうち２社が６

０％台，残る２社は予定価格を超えているというような落札状況です。 

 今回，税抜きで計算しますと，契約金額が 2,４３０万円ですから３台で１台当たり８１０万円

と，こういう計算になりまして，大体相場として１台予定価格は 1,３３５万円ほど設定しており

まして，その１台当たりについて５２５万円という差が出てきているわけなんですけれども，こ

ういう傾向が，今ずっと低価格で出ておりますが，前回２台購入したとき落札したのがジーエム
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いちはら工業で，１台当たりが大体 1,１００万円ぐらいになったかと思うんです。 

 この落札額ですけれども，１台約８１０万円，この落札額が，前回出された落札額に比較しま

すと相当低い額になっているんですが，この消防ポンプ車，特殊な車になるわけですけれども，

これが相場としてはどのぐらいなのか，これまでの入札額が非常に高かったのか，今回の入札額

が大体妥当なのか，その辺をどのようにお考えになっているのか伺いたいと思います，傾向をで

すね。 

 それと，それにあわせてメンテナンスの件ですけれども，これについてもどのようにされてい

るのか，状況を伺いたいと思います。 

 以上です。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。総務部長。 

〔総務部長 大森茂樹君登壇〕 

○総務部長（大森茂樹君） 総務部関連の２件のご質問にお答えいたします。 

 まず，報告第２号専決処分の承認を求めることについて（常陸太田市市税条例の一部を改正す

る条例）の中で，非課税口座内上場株式の譲渡に係る市民税の所得計算の特例についてのご質問

にお答えいたします。 

 本特例につきましては，個人の株式市場への参加を促進する観点から，平成２４年から実施さ

れる上場株式等に係る所得税，住民税，合計２０％の変則税率化にあわせて，非課税口座内の少

額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得の非課税措置が創設されたものでございます。 

 非課税措置対象となりますのは，平成２４年から平成２６年までの各年において，一人につき

１年１口座に限り，金融商品取引業者の営業所に開設した非課税口座取得対価１００万円まで，

３年合計３００万円までの上場株式に係るその配当及び譲渡等に係る所得については，非課税口

座を開設した年を含め１０年間に限り個人住民税を課さないこととしたものであります。 

 次に，議案第３７号消防ポンプ自動車購入契約についてのご質問にお答えいたします。落札契

約につきましては，一般競争入札を実施したということで競争性が増したこと，また，各々の会

社がさまざまな要因により激しい競争がなされた結果であると考えております。 

 落札しました株式会社モリタは，はしご車，消防ポンプ車といった各種消防車両及び特殊車両

の製造販売を主な事業としている会社でありまして，国内有数の消防関係車両のメーカーです。

最近では，つくば市などへの消防ポンプ自動車の納入実績もありまして，メンテナンスの体制も

確立されておりますことから，車両の品質及び安全性や緊急時の対応についても信頼できるもの

と考えております。 

 なお，車両価格について適正な価格になるかというご質問でございますが，これにつきまして

は今回予算化しました金額は，いろいろな見積もりをもとに設定されておりますので，その金額

が通常価格であると考えて予算化いたしました。 

 以上でございます。 

○議長（黒沢義久君） 保健福祉部長。 

〔保健福祉部長 安田隆君登壇〕 
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○保健福祉部長（安田隆君） 報告第４号専決処分の承認を求めることについて（常陸太田市国

民健康保険税条例の一部改正）の質疑にお答えをいたします。 

 まず，第２条第２項及び第３項における国保税の課税限度額の引き上げの改正に伴う該当者数

についてでありますが，平成２１年度課税データに基づき算出しました結果によりお答えをいた

しますと，基礎課税分の課税限度額４７万円から５０万円に引き上げることにより，該当となる

世帯数は１５５世帯でございます。内訳を申し上げますと，限度額５０万円を超える世帯が１３

２世帯，課税限度額が４７万円から５０万円の間にある世帯が２３世帯でございます。また，後

期高齢者支援金等課税分の課税限度額を１２万円から１３万円に引き上げることにより該当とな

る世帯は１５７世帯でございます。内訳としまして限度額１３万円を超える世帯が１２２世帯，

課税額が１２万円から１３万円の間にある世帯が３５世帯でございます。 

 次に，第２３条における国保税の減額に伴い該当する世帯数についてでございますが，改正後

の７割軽減の対象世帯は，改正前の６割軽減の対象世帯と同じ 2,１８０世帯で，５割軽減の対象

世帯は改正前の４割軽減の対象世帯と同じ５３４世帯でございます。 

 さらに，新たに軽減対象となる２割軽減の世帯数は 1,０２３世帯で，合わせて 3,７３７世帯で

ございます。 

○議長（黒沢義久君） ２６番宇野隆子君。 

〔２６番 宇野隆子君登壇〕 

○２６番（宇野隆子君） 地方税法の報告第２号ですけれども，この中の非課税口座内上場株式

等の譲渡に係る住民税の所得計算の特例という中で，今個人の少額の株式投資を増やすという部

分で非課税になるということ，これは，投資をするという方は少なくともお金に余裕がなければ

できないわけです。必ずしももうかるとは限らないとも思いますけれども。ですから，そういう

部分では，これまでも上場株式の中で優遇税制を行っておりますけれども，こういう非課税口座，

１人当たり３００万円までですか，３年間で。こういうものが本当に経済の活性化になるのかど

うかということについては，今説明を受けて疑問に感じました。 

 報告第４号の国保ですけれども，これについては，今，大変こういう仕事が不安定な中，なか

なか収入も伸びないという中では，このように低中所得者に対する軽減策が拡充されたというこ

とは，これは非常に評価すべきことだと思います。 

 この限度額の関係で，基礎分４７万円から５０万円の間と，５０万円を超過する世帯というの

は，上がってもこれは同じですから，問題はやはり４７万円から５０万円の間の新たに課税増に

なる方ですけれども，２３世帯という説明がありまして，そうすると，これは１６５世帯の対象

の中の１4.８％を占めるということになります。 

 後期高齢者の支援金分ですけれども，これについても１３万円を超える世帯については，現行

が改正になっても変わりはありませんが，１２万円から１３万円の間の世帯，これが３５世帯と

いうご答弁がありまして，これについては，後期高齢者支援金分の１２万円から１３万円に引き

上げられる対象となる３５世帯というのは２2.３％，２割以上超えるわけです。 

 ですから，社会保障でもありますし，国保に加入している方というのは事業主の農家，年金で
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生活されている方など，いわゆる低所得者といわれているそうですけれども，そういう中でこの

ような大きな引き上げ，これは問題があるのではないかなと思いますが，この辺で今回の国民健

康保険税に対する基礎課税額，それから，後期高齢者支援金等の課税額についてどのような見方

をしておられるのか，そのことについてお伺いをいたしたいと思います。 

 これで私の議案質疑は終わります。 

○議長（黒沢義久君） 答弁を求めます。保健福祉部長。 

〔保健福祉部長 安田隆君登壇〕 

○保健福祉部長（安田隆君） 国民健康保険税条例の一部を改正する条例の中で，課税限度額の

引き上げに関する２回目のご質疑にお答えを申し上げます。 

 今回の改正でございますが，あくまでも国の基準どおりの改正ということで，これは軽減内容

も含めて改正するものであり，課税限度額につきましては一定の所得を超えた方々からご負担を

いただくものであり，制度上のものでございます。 

○議長（黒沢義久君） 以上で質疑を終結いたします。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） これより討論を行います。 

 報告第２号，報告第４号，以上２件について，討論の通告がありますので，これを許します。 

 ２６番宇野隆子君。 

〔２６番 宇野隆子君登壇〕 

○２６番（宇野隆子君） 日本共産党の宇野隆子です。私は，報告第２号市税条例の一部を改正

する条例，報告第４号常陸太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の２件について，い

ずれも専決処分の承認を求めることについてですが，反対の立場から討論を行います。 

 報告第２号についてです。地方税法では，もともと民主党のマニフェストになかった個人住民

税の年少扶養控除３３万円，それから特定扶養控除上乗せ分１２万円，この廃止，縮減を行って，

過去最大規模の増税をもたらしました。子ども手当の月額２万 6,０００円の支給の保障がないに

もかかわらず，増税となる個人住民税の扶養控除等の廃止は恒久措置とされました。その上，そ

の影響を是正する具体的な措置はいまだに示されておりません。また，期限つきで税負担の軽減

を定めた特例措置の見直しでは，大企業優遇の政策誘導を拡充，恒久化し，証券優遇税制を継続

する内容となっております。これらは認められません。 

 子ども手当，高校授業料の無償化の財源として，住民税の年少扶養控除の廃止，高校在学の年

齢に相当する特定控除の上乗せ分も廃止し，これによる個人住民税は 4,５６９億円の大増税にな

るといいます。扶養控除廃止によって生じる諸制度への影響，雪だるま式の値上げも問題です。 

 市条例第１６条４についても，２０１２年１月１日から新たに年間１００万円以下の上場株式

等への投資については，非課税口座を設けた場合，その口座内の配当，譲渡所得について，個人

住民税が非課税となります。この優遇措置も３年間の時限措置です。最大３００万円までの投資

に対する優遇措置となり，お金のある人，投資ができる人へのこれらの優遇措置は認められませ

ん。 



 ８１

 報告第４号についてです。今回の改正は国保税が高過ぎると，払い切れない国保税，この引き

下げを求める国民の大きな運動が反映したものと思います。先ほど議案質疑でも述べましたけれ

ども評価されるべき点はあります。１点目は国保税の応益割額の減免措置で，低所得者，中所得

者の税負担の軽減が図られ，７割，５割，２割の軽減を行うことができるようになったことです。

２点目として，非自発的失業者への負担軽減措置が，おおむね２年間に限り国保税の算定額を前

年の給与所得の１００分の３０とすることになりました。これらの点については賛成できますが，

国保税の課税限度額の引き上げによって，介護納付金課税額の課税限度額は現行の１０万円が据

え置きとなりましたけれども，国保税の課税額のうち基礎課税額の課税限度額，現行４７万円か

ら年間５０万円に，後期高齢者支援金等課税額の課税限度額を現行１２万円から年間１３万円に

引き上げられ，合わせて４万円の引き上げとなります。これについては認められません。 

 以上，２件について反対の理由を述べまして討論といたします。 

○議長（黒沢義久君） 以上で討論を終結いたします。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） 採決いたします。 

 報告第２号専決処分の承認を求めることについて（常陸太田市市税条例の一部を改正する条例）

については，原案承認することに賛成の諸君の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（黒沢義久君） 起立多数であります。よって，報告第２号については，原案承認するこ

とに決しました。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） お諮りいたします。 

 報告第３号専決処分の承認を求めることについて（常陸太田市都市計画税条例の一部を改正す

る条例）については，原案承認することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（黒沢義久君） ご異議なしと認めます。 

 よって，報告第３号については，原案承認することに決しました。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） 採決いたします。 

 報告第４号専決処分の承認を求めることについて（常陸太田市国民健康保険税条例の一部を改

正する条例）については，原案承認することに賛成の諸君の起立を求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（黒沢義久君） 起立多数であります。よって，報告第４号については，原案承認するこ

とに決しました。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） お諮りいたします。 

 報告第５号専決処分の承認を求めることについて（平成２１年度常陸太田市一般会計補正予算
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（第８号））については，原案承認することにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（黒沢義久君） ご異議なしと認めます。 

 よって，報告第５号については，原案承認することに決しました。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） 次に，報告第６号から報告第８号までの３件については，地方自治法施

行令第１４６条第２項の規定により，報告事項となっておりますので，報告をもって終了といた

します。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） 次，議案第３６号から議案第３８号まで，以上３件については，お手元

に配付いたしてあります議案等委員会付託表のとおり，所管の常任委員会に付託いたします。 

            ──────────────────― 

○議長（黒沢義久君） 以上で本日の議事は議了いたしました。 

 次回は，６月１１日定刻より本会議を開きます。 

 本日は，これにて散会いたします。 

午前１０時３４分散会 


